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　先般の金融危機から得られた教訓を
踏まえ、金融機関のリスク管理につい
ては、取締役会による最高経営責任者

（CEO）への牽制・監視の不足、「3つの
ディフェンスライン」のフレームワークに
おける役割・責任が不明確、組織として
取るべきリスクに対する認識の明確化と
共有の不足、組織構成員の価値観や行動
といった点についての課題が指摘される
ようになってきました。現在、金融機関
におけるリスク管理の在り方は、業務執
行レベルでの管理機能の問題に留まらず、
取締役会を中心とする「リスクガバナン
ス」や、有効なリスクガバナンス構築の前
提として不可欠となる「リスクアペタイトフ
レームワーク」、さらには、そうしたフレー
ムワークを有効に機能させるための組織
構成員の価値観や行動にかかわる「リス
クカルチャー」の問題であると捉えられて
います。

　本稿においては、リスクガバナンス／リ
スクアペタイトフレームワークの仕組みが
実効性を持つためのリスクカルチャー醸
成と、昨今のリスクプロファイルの変化に

伴って高まっているコンダクトリスク管理
について、最近の規制動向も踏まえつつ、
金融機関が抱えている課題やPwCが考え
るあるべきフレームワークについて議論し
ています。

　リスクカルチャーはガバナンスの基盤
となる要素であり、組織において価値観
が共有され、それに基づいて推奨される
行動として具現化します。価値観が共有
されるためには経営トップが基本理念を
示すだけでなく、自ら率先垂範して経営
理念を体現する必要があり、これに反す
る行為があれば断固とした措置を取るこ
とや自ら責任を取ることが求められます。
組織の構成員はリスクに関する責任の所
在を明確化し、結果に対して説明責任を
負うことを理解し、組織は有効な異議申
し立ての仕組みとそれを受け入れる土壌
を整備する必要があります。また報酬制
度やインセンティブは組織の理念と価値
観に沿った行動を促すために、長期的な
視点や顧客との関係の健全性を考慮する
ことが重要です。

はじめに

本レポートは「リスクガバナンス、リスクアペタイト、リスクカルチャー」
（PwC Japan 2015年）をもとに加筆修正を行ったものです。
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1．リスクカルチャーの醸成

　リスクガバナンス／リスクアペタイトフ
レームワークの仕組みが実効性を持つた
めには、組織構成員が、組織が尊重す
る価値観を理解、共有し、それに基づき
適切に行動する必要がある。それは、過
度なリスクテイクやコンプライアンス違反
が発生した根底には、それらを正当化、
誘発、さらには許容する組織文化の存在
が数多く指摘されていることからも明らか
である。また、バーゼル銀行監督委員会
の「銀行のコーポレートガバナンス諸原則

（改訂版）」（2014年10月 市中協議文書）
においても、リスクカルチャーは良好な
ガバナンスの基盤となる構成要素であり、
金融機関のリスク認識、リスクテイクお
よびリスク管理において特に重要である
としている。

　従来、日本の金融機関における組織
文化は、創業者や影響力の強い経営者
の価値観が長期にわたり組織内で醸成さ
れ、従業員が比較的長期間同じ企業に留
まることから、経験的に価値観が組織内

（1）リスクカルチャー醸成の重要性

図表 1　カルチャーと企業価値

で共有されてきた。結果として組織内で
統一感のある組織文化として形成された
りしたものであると考察される。

　一方で、過去十数年にわたり、業態を
またいだ金融機関の統合やグローバル化
をはじめとした業容の拡大により、従来
と異なる多様なバックグラウンドを有する
組織構成員も多くを占めるようになってき
ている。これらの動きは昨今のFintechと
呼ばれる金融とITの融合によりさらに加
速していくものと考えられる。

　そのような中で、組織の価値観や奨励
すべき行動を目に見える形で明示し、そ
れらが促進される仕組みを構築する必要
性が高まってきている。

　ここで目指すべき姿は、図表1に示すよ
うに自社のリスクカルチャーを組織の価
値観やリスクアペタイトと整合させ、それ
らを組織構成員と共有することで、求心
力として機能させ組織の目的を達成する
というものである。

　また、リスクカルチャーとは組織の価
値観や設定したリスクアペタイトに沿った
行動を促す基礎になるものであることか
ら、必ずしも守りの側面だけではなくリス
クテイクを促す側面も有している。それ
は責任ある金融イノベーションを誘発す
るために必要なものである。

出典：PwCあらた有限責任監査法人作成

強いカルチャーを有しており、
企業価値への合致も高い

強いカルチャーを有しているが、
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（2）リスクカルチャー醸成に必要な要素

1	� PwCが2014年7月に世界の金融機関173社を対象に実施した調査結果。「適切なカルチャー醸成に責任を負
うのは誰か」に対する回答として「取締役会」（13％）、「CEO」（10％）を大きく上回る結果であった。

　ここでは、組織の価値観が組織内で共
有され、それが適切に行動に結びつけら
れるためのリスクカルチャーの醸成に必
要な要素について説明する。

　金融安定理事会による「リスク文化
に関する金融機関と監督当局の相互作
用に関するガイダンス」で次の４つの指

① 経営トップの基本理念

　「責任者は不明である」（23％）。これ
は「適切なカルチャー醸成に責任を負う
のは誰か」というインタビューを金融機関
経営者に実施した際に最も多かった回答
である1。

　リスクカルチャー醸成の責任は取締役
会や最高経営責任者（CEO）にあることは
明らかであるが、実態としてその責任が
明示的に規定されていない、認識されて
いないということが考えられる。

　組織の価値観が共有されるためには、
企業経営の責任者である経営トップ（取
締役会、その他経営陣）が基本理念を示
す必要がある。ここでいう基本理念は行

動規範やリスクアペタイトステートメント
として具体的に明示される必要があるだ
けでなく、経営トップが組織内の構成員
に対してさまざまな機会を捉えて自らの
言葉で語る必要がある。また、経営トッ
プは自らの行動で模範を示し、経営理念
に反する行為が組織内で見られた場合に
は、断固たる措置を取ることや自らも責
任を取ることが重要である。さらに、そ
のような行動を組織の隅々まで浸透させ
るための仕組みや必要な資源を配分する
必要がある。

　これらの取り組みは不断に行われるべ
きものであり、リスクカルチャーの醸成
の失敗事象が生じた場合には真摯に反省

し、さらなる改善に取り組むことも重要で
ある。

　また、経営トップの姿勢や発言は、ミ
ドルマネジメントを通じて組織内に浸透
していくことになる。多くの組織構成員
にとっては経営トップとの接点は限られて
おり、直接の上司とのコミュニケーション
を通して影響を受けることが大半である。
そのような状況を鑑みると、ミドルマネ
ジメントが組織の価値観を正しく理解し
行動していることも重要である。例えば、
組織内で最も評価されているミドルマネ
ジメントが自社の価値観を体現している
かはその組織のカルチャーを評価する上
で一つの評価基準となりえる。

標（Indicator）を金融機関のリスクカル
チャーを評価するための指標として示し
ている。

① 経営トップの基本理念
② 説明責任
③ 有効なコミュニケーションと異議申し
立て

④ 報酬制度／インセンティブ

　これらの指標は、リスクカルチャーを
醸成する上での指針としても適用できるも
のであり、以降これらを踏まえ説明する。
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② 説明責任

　前述のとおり、組織内の構成員が自ら
取った行動から生じるリスクについて、責
任の所在が明確化され、結果に対する責
任を負うべきである。リスク管理の一義
的な責任はリスクを保有している部門に
あり、他の部門（リスク管理部門など）に
転嫁されることはない。

　このためには、リスクを保有している
部門の担当者からその上席者や関係部
署、さらには経営陣に対する公式・非公

式な形での報告・情報共有プロセスを整
備しておく必要がある。

　さらに通常の報告プロセスが有効に機
能しない場合も考慮し、内部通報制度な
ど別の報告ルートを整備することも重要
となる。

　また、行動規範やリスクアペタイトから
逸脱する行為が生じた場合、そのような
行為に対する罰則も明確化され実際に適
用される必要がある。

　例えば英国では監督当局からの要請に
応じ、金融機関の経営管理上重要な機
能についてその責任を負うシニアマネジ
メントを特定しその役割、責任、権限を
明示している例が挙げられる。その中で
は組織内で何らかの経営管理上の問題
が発生した場合に、誰に責任があるのか
を明確にしたリスポンシビリティマップと
呼ばれる責任の所在の一覧化を行って
いる。

③ 有効なコミュニケーションと異議申し立て

　組織は、異議申し立ての仕組みとそれ
を受け入れる土壌を整備する必要があ
る。異議申し立ての仕組みは、取締役会
と経営陣の間、経営陣と各組織構成員
の間の双方において構築される必要があ
る。経営トップは異議を受容し、積極的
な議論を肯定するといった異議を申し立
てやすい環境を醸成する必要がある。勿
論、信頼関係の構築はその前提となる。

　リスク管理の観点からは、最高リスク
管理責任者（CRO）、最高コンプライアン

ス管理責任者（CCO）をはじめとするリス
クコンプライアンス部門は組織内におい
て業務執行部門と実質的に同等の地位に
あるべきである。経営トップはリスクコン
プライアンス部門の地位向上、リスクコ
ンプライアンスにかかわる重要な意思決
定への関与、および必要に応じた拒否権
の発動など、権限強化に対する必要な支
援を行う必要がある。さらには、リスク
コンプライアンス部門の責任者を将来の
トップマネジメント候補者のキャリアパス

の一環として位置付けることで、地位向
上を図り、組織のリスクカルチャーの醸
成に繋げることも一考に値する。

　また、レポーティングラインの観点か
らは、CRO、CCOまた内部監査部門責任
者（CAE）と社外取締役を中心としたリス
ク委員会や監査委員会とのレポーティン
グラインを築くことも重要である。それら
がグループやグローバルベースで機能す
るように整備されることも望ましい。
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報酬についての実効的なガバナンス
・	� 金融機関の取締役会は、報酬制度の仕組みおよび運用を主体的に監督しなければなら

ない。
・	� 金融機関の取締役会は、報酬制度が意図されたとおりに機能していることを確保すべく、

報酬制度を監視・点検しなければならない。
・	� 財務・リスク管理に携わる職員については、①独立するとともに適切な権限を与えられ

なければならず、また、②その監督する業務分野から独立した形で、かつ、社内におけ
るその重要な役割に見合うよう報酬が支払われなければならない。

健全なリスクテイクとの整合性確保
・	� 報酬は、あらゆるタイプのリスクに応じて調整されなければならない。
・	� 報酬額は、リスクに対する業績と整合的でなければならない。
・	� 報酬支払のスケジュールは、リスクの発生する時間軸に応じたものでなければならない。
・	� 現金、株式およびその他の形態の報酬の組み合わせは、リスクと整合的でなければなら

ない。

実効的な監督と関係者の関与
・	� 報酬慣行に対する監督上の検証は、厳格かつ継続的でなければならず、問題に対しては

迅速に監督上の措置で対処しなければならない。
・	� 全ての関係者による建設的な関与を図るため、金融機関は自社の報酬慣行について、

明確で包括的かつ適時の情報開示をしなければならない。

④ 報酬制度／インセンティブ

　組織の理念、価値観に沿った行動を
組織構成員に促す上で、長期的な視点に
立ち顧客との関係の健全性を考慮した報
酬、その他のインセンティブの仕組みを
有することは重要である。特に報酬制度
については監督当局の関心も高く、金融
安定理事会（当時、金融安定化フォーラ

ム）から、「健全な報酬慣行に関する原則」
およびその実施基準（いずれも2009年）
が公表され、それに続きバーゼル銀行監
督委員会、各国の監督当局などからも報
酬制度の在り方について数多くのレポー
トが出ている。

　それらの中で、報酬制度は、経営陣か
ら独立した報酬委員会などにおいて設計
し、実施（決定）すべきとされている。

図表 2　健全な報酬慣行に関する原則（概要）金融安定化フォーラム（FSF）

出典：金融庁による作成資料より抜粋
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　報酬制度は、持続不能な過度のリスク
テイクによる収益の追求を排除する必要
がある。例えばパフォーマンスに連動す
る報酬についての支払いの繰り延べ、業
績不振時の返上や経営理念（顧客の視点
を含む）に沿った行動・リスク管理重視
の行動についての非収益面での評価をそ
の構成要素とすることなどが求められて
いる。これは、成果に対する支払い（Pay 
for performance）を行う上での制限措
置（Safeguards）として設定するものであ
る。また、透明性の観点から報酬の総額、
個別開示についても要請されている点は
注目すべきである。

　リスクガバナンスの観点に限らず、長
期的な企業の持続可能な成長を実現する
には、過度に金銭的処遇に頼るのではな
く、組織の価値観に賛同し、組織への帰
属意識を持った人員が評価され、組織内
に長く留まる仕組みを構築することが重
要と思われる。日本の金融機関では、短
期的な収益貢献に応じた評価よりも総合
的な評価を主体としており、処遇面でも
金銭的な報酬に偏ったものではなく、非
金銭面での処遇（主には経営陣への昇進
など）を中心としたインセンティブ体系と
なっている例が多いと思われる。

4つの目的と観点

・	� 株主の利益との連携、整合性の確保
　　�リスク調整後収益の改善、オーナーシップを取る文化の醸成、長期的な株主価値の

創造と経営者の利益の連動など

・	� 慎重な意思決定を奨励することによるリスク管理の強化
　　�リスクと報酬との間の適切なトレードオフ、リスク管理の行動に基づく報酬、リスク管

理部門などの統制機能を報酬のガバナンス・監督に関与など

・	� 監督当局からのガイダンスへの対応
　　�グローバルな規制やベストプラクティスへの対応、規制上の検討事項とステークホル

ダーの利害の調整、報酬にかかわる方針・手続きの開示など

・	� 優秀な人材の採用と保持
　　�能力・貢献度・リスク調整後収益による報酬の付与、グローバルに競争力のある報酬

制度、組織の価値観・報酬の理念の伝達など

図表 3　参考: 報酬制度・体系が達成すべき4つの目的例

2	� 従前よりBalanced Score Card（BSC）として収益面以外の側面も考慮するための仕組みとして広く認識されて
いたが、近年は業績評価体系においてより広く採用されている。

　ただし、評価基準の透明性やその運用
の厳格さについては改善の余地があると
思われる。また雇用形態の多様化がリス
クカルチャーや組織へのロイヤルティに
与える影響も考慮する必要がある。さら
にはグローバル化が進む中で国内外の評
価体系の整理も必要になると思われる。

＜事例＞
　大手金融機関では報酬委員会が経営
陣と協議の上、報酬制度・体系の理念に
ついて策定・承認しており、その中で報
酬制度・体系が達成すべき4つの目的を
掲げている。これらの目的と観点に基づ
き具体的な評価指標が設定されている
が、それらは定量指標中心ではなく定性
的な観点も含むものとなっており、業績
の結果と過程のバランスの両面を捉える
もの2となっている。
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2．	リスクの発生要因としての行動に係る
	 リスク（コンダクトリスク）の高まり

　従来、金融機関のリスクプロファイル
は信用リスクや市場リスクが多くを占めて
おり、オペレーショナルリスクのリスク全
体に占める割合は限定的であった。しか
しここ数年の傾向として、欧米の金融機
関においてはオペレーショナルリスクの
割合が高まっており、信用リスクに次ぐリ
スクとなっている金融機関も見られる。こ
の背景には、オペレーショナルリスクの
中でも「顧客、商品および取引慣行」3に
係る損失（特に罰金や損害賠償など）が
増加していることが挙げられる。

　これらのリスクは、金融機関の組織構
成員が顧客や市場に対して不適切な行為
を行った結果生じているものであり「一
般」にコンダクトリスクとして認識されて
いる。

　ここで「一般」と記載している理由は、
コンダクトリスクが他の市場リスクや信用
リスクなどと異なり、監督当局が共通の
定義を明示しているわけではないためで
ある4。

　コンダクトリスクは既存のリスクの概念
であるオペレーショナルリスクやコンプラ
イアンス（コンプライアンスリスク）と重
複する概念でもある。

（1）昨今のリスクプロファイルの変化とコンダクトリスク

3	� バーゼルⅡのオペレーショナルリスクの損失事象の分類であり、「特定の顧客に対する過失による職務上の義務
違反（受託者責任、適合性など）または商品の性質もしくは設計から生じる損失」と定義されている。

4	� コンダクトリスクの共通定義は明示的にはないが、例えば英国FCAは「顧客の正当かつ合理的な期待に応える
ことを金融機関が第一に自らの責務として捉え、顧客対応、金融機関間のやり取りや市場における活動をもっ
て、責務を示すこと」を金融機関に期待される『コンダクト』として定義している。（筆者訳）（英国Financial 
Conduct Authority(FCA)　2012年より）

　本来リスクとは、外部環境や内部環境
の変化に伴いそれ自体も変化するもので
あり、監督当局が整理し定義したリスク
カテゴリーごとにリスクの実態が存在す
るものではない。その意味でも、全ての
リスクが明示的に定義できるものでもな
いことは自然なことである。しかしなが
ら、コンダクトリスクの共通定義が存在し
ていないことが金融機関にとって管理を
難しくしている側面も否めない。ここでは
大凡の共通認識としてコンダクトリスクと
はどのようなリスクを指すのか、またその
管理の在り方および本質的な管理の難し
さについて説明する。
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当社は、マネジメントによる利益相反と情
報の利用を適切に取扱います

1 利益相反と情報開示
当社は、金融犯罪を助長せず、また我々
の商品やシステムが金融犯罪に利用され
ることを許しません

6 金融犯罪
消費者は、販売後の苦情や不満を表明
するのに、当社からの不合理な制約を課
されることはありません

11 苦情や不平

当社の価格は、需要と供給、市場流動
性やリスクを勘案して決定しています。価
格は、操作および他の不正行為にかか
わっていません

2 適時・適切な価格設定
当社のテクノロジープラットフォームは、強
固であり、また、例えば高頻度の取引や
サイバーテロの脅威に対する技術革新に
対応しています

7 テクノロジーインフラの品質
当社からの顧客への助言は、適切であり、
顧客の状況を勘案したものです

12 サービスと助言

当社が顧客の代理で行動する場合は、
常に顧客にとっての最善を目指します

3 良きパートナーとしての行動
消費者は、販売後の商品の解約や変更
に対して、当社からの不合理な制約を課
されることはありません

8 商品の解約と変更への障壁
当社の価格は、需要と供給、市場流動
性やリスクを反映した公正で透明性のある
ものです。 変更する際は、適切に通知い
たします

13 公正で透明な価格設定

当社が報告したリスクエクスポジャーと評
価額は、実際に保有するポジションや評
価を公正かつ事実として反映したものです

4 ポジションと評価
商品販売の前後を通じて、消費者に正
確で十分な量の情報を提供しています

9 適切な開示と正確な情報
当社が市場に提供する商品・サービスは、
当社が認識する消費者のニーズに合わせ
てデザインされています

14 商品・サービスの顧客ニーズ との適合性

当社が市場に対して発注、もしくは提示
した注文は、全て当社が取引を願ってい
る注文です

5 市場への発注
当社の顧客は、彼らの期待に沿った商品
を提供されており、関連するサービスにつ
いても彼らが期待する適切なスタンダード
に基づいて提供しています

10 商品・サービスのパフォーマンス

がステークホルダーに提供した価値を「結
果」（Outcome）の観点で測るものとされ
ている。「結果」の観点で測るということ
は必ずしも法令を遵守していれば良いと
いうものではない。法令や社内規則を遵
守していたとしても結果として顧客に価
値を適切に提供していなければ、それは
コンダクトリスクが生じている可能性があ
るということである。また、損失規模の
大きいコンダクトリスク事象（多くは罰金

や損害賠償として生じる）は、リスクの原
因事象の発生と損失の顕在化のタイミン
グに比較的長い期間のずれが生じている
ケースが多い。これは、原因事象の発生
時には必ずしも不適切な行為として認識
されていなかったが、事後的に監督当局
を含むステークホルダーに問題として認
識されるケースが多いことによる。

　図表4は「結果」（Outcome）の観点例
である。

（2）コンダクトリスクとは

5	� バーゼルⅡにおいてオペレーショナルリスクは、「内部プロセス・人・システムが不適切であることもしくは機能
しないこと、または外生的事象に起因する損失に係るリスク」と定義されている。

図表 4　コンダクトアウトカム（例）

出典：PwCあらた有限責任監査法人作成

　コンダクトリスクは主として、「顧客保
護」、「市場の健全性」、「有効な競争」に
かかわるリスクである。コンダクトリスク
の源泉は金融機関とステークホルダーの
間の情報の非対称性や両者の力関係に
起因することが多く、両者に利益の相反
が生じることでリスクが発現する。

・	�顧客保護：顧客の適合性を満たさない
商品や不十分な説明による商品販売
など

・	�市場の健全性：Liborなど金融市場に
おける指標の不適切な開示や市場操作
など

・	�有効な競争：市場の寡占状態や顧客に
対する優位な関係に基づく不公正な条
件による取引など

　これらのリスクは従来オペレーショナ
ルリスク5あるいはその一部としてのコン
プライアンス（法令などの遵守）リスクと
して捉えられてきたともいえるが、以下の
点で異なっている。

　オペレーショナルリスクを含め金融機
関の管理対象とするリスクの捉え方は、
基本的には金融機関自体が被る損失に係
るリスクである。一方、コンダクトリスク
の主眼は金融機関が損失を被るリスクと
いうよりはステークホルダー（金融市場を
含む）が損失を被るリスクに焦点を当て
ている。さらに、その捉え方は金融機関
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　コンダクトリスクはその名のとおり金融
機関および役職員の「行為」に係るリスク
である。金融機関に限らず組織では多く
の場合、役職員に期待される行動が明文
化された行動規範（Code of Conduct）が
定められている。コンダクトリスクは行動
規範に記載された事項が遵守されていれ
ば生じることは本来、限定的であると考
えられる。

　コンダクトリスクが生じるのは行動規範
において定められた事項が、役職員に適
切に認識されず、誤った判断を行い、行
動に移した結果生じることとなる。これ
は図表5に記載しているとおり、行動規範
に定められた事項とその実施にかい離を
生じさせるリスクドライバーが存在してい
るからである。

　リスクドライバーの例は、同図表に記
載いるとおりであるが、これらはコンダク
トリスクを誘発する環境（対象とする市
場や顧客層、商品・サービスの性質・提
供手法、顧客との力関係など）、動機・
プレッシャー（競争環境、インセンティブ
／評価体系など）、正当化の余地（法規
制の不透明性など）の観点で整理するこ
とができる。

（3）コンダクトリスク発生の構造

図表 5　コンダクトリスク発生の構造

出典：PwCあらた有限責任監査法人作成

社会規範

行動規範 コンダクト
リスク事象

リスク
ドライバー※

経営理念

結果（アウトカム）

利益相反の防止

金融犯罪の防止

苦情や不平の減少

適時・適切な価格設定

適切なサービスと助言

適切な開示と
正確な情報

※ターゲット層、商品の複雑性、商品のリスク性、販売・サービスの提
供手法・チャネル、価格・利率などの透明性、対外的な指標などの提示、
保証業務、情報の対称性、利益の相反、優越的地位、マーケットシェ
ア/競争環境、インセンティブ/評価体系、法規制の明確化度合など
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　コンダクトリスクの管理は、特定の部
署や個々の役職員の責任に留まるもので
はない。コンダクトリスクの発生要因であ
るリスクドライバーの管理には、図表6に
示す事業戦略（主としては商品・サービ
ス戦略）、カルチャー、オペレーティング
モデル（主として商品・サービスの企画・
開発、販売、販売後の管理）、リスク管
理まで含め幅広い対応が必要となる。そ
のためコンダクトリスクの管理は全社的な
対応が必要となる。

①	�事業戦略と組織の価値観の
整合

　事業戦略、事業計画とリスクアペタイ
トは整合したものである必要がある。そ
してコンダクトリスクはリスクアペタイトの
一要素として定義される必要がある。コ
ンダクトリスクに対するリスクアペタイト
の設定はゼロトレランスといったシンプ
ルなステートメントで完結させるのではな
く、リスク要因を特定し定性・定量的な
指標として落とし込むことが必要である。

②	�適切なカルチャーの醸成

　コンダクトリスクは、組織構成員が顧
客を始めとするステークホルダー対して取
る行動によって生じるリスクである。

　組織構成員が行動を起こす際には、認
識・判断・行動のプロセスを経ることとな
る。この時、判断の拠り所となる価値基

準が適切であれば多くの場合、行動は適
切なものとなる。

　このため、組織の価値観の適切な設定
とそれが組織構成員に共有されているこ
とが重要となる。それは組織のカルチャー
として形成される。適切なカルチャーが
醸成されることで組織構成員の行動が良
好な結果（Outcome）を実現することと
なる。

③	�ステークホルダーに提供する
結果（Outcome）とオペレー
ティングモデルの整合

　オペレーティングモデルとは、図表6に
記載したとおりであるが、特に商品・サー
ビスの「ライフサイクル管理」が重要とな
る。ここでいう「ライフサイクル管理」と
は商品・サービスの企画・開発、販売、
販売後の顧客対応、商品改廃までを一
連のプロセスで管理することを指す。こ
れは製造業では、従来から品質管理プ
ロセスとして実施されているものに類似
する概念である。実際、金融機関におい
て品質管理部署を設置するなど品質管理
プロセスを強化する動きも見られる。「ラ
イフサイクル管理」を有効なものにする上
で、関係部がすでに行っている管理の目
的の確認と整理、関係部間の連携、情
報の集約化は重要な要素となる。　

・	�ターゲットとする顧客層のリスク許容度
や金融知識に見合った商品設計・複雑
性になっているか

・	�商品の価格設定、取引条件は、コスト
を超えるメリットを顧客に提供するもの
となっているか

・	�当初想定していたターゲット層、購入目
的に沿った形で販売がなされているか

・	�商品の販売チャネル、販売手法は商品
のリスク特性、複雑性を踏まえたもの
となっているか

・	�当初想定した価値を顧客に提供できて
いるか、想定していなかった不利益が
顧客に生じていないか

・	�顧客のプロファイル（ライフステージ、
リスク許容度）の変化に合わせて適切
な助言や提案がなされているか

・	�特に売れている商品・サービス、顧客
層に共通する要素は見られないか、ま
たそれは組織が想定する顧客のリスク
アペタイト（トレランス）や想定する顧
客の期待に整合したものとなっているか

④	�リスク管理への組み込み

　リスクアペタイトを中心とし、コンダク
トリスクをリスクの認識、評価、コントロー
ル、モニタリングの一連のリスク管理プロ
セスに組み込むことで対応が可能となる。

　リスク管理への組み込みの中で特に重
要となるのはモニタリングである。後述す
るがコンダクトリスク管理の難しさは必ず
しもリスクの認識が容易ではない点にあ

（4）コンダクトリスクの管理
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る。そのためモニタリングを強化すること
で当初認識していなかったリスクを早い
タイミングで捉えることが可能となる。モ
ニタリングは個別の事象レベルで捉える
のではなく組織内に共通して内在するリ
スクを捉えることが重要となるため、顧客・
商品・サービスなどのセグメント別、また

それらの横断的な分析を行い時系列分析
やパターン識別（外れ値の検出など）を行
うことが有用である。それらを実施する
上ではテクノロジーを活用したデータ分析

（所謂、ビッグデータ分析）が想定される。
分析に活用するデータは、顧客情報、取
引情報、従業員関連情報、苦情・意見情

報、退職者情報など社内に存在する情報
に限らずマスメディア、ソーシャルメディ
アなど社外に存在する情報も幅広く取り
込むことで全体像を概観することも可能
となる。

図表 6 コンダクトリスク管理のフレームワーク

出典：PwCあらた有限責任監査法人作成

 

 

  

  

 

ビジョンと価値観の提供
●存在意義　●自己認識　●顧客に対する提案

事業戦略

リスク管理

カルチャーと
態度

適切な戦略の実行

正しいカルチャーの醸成

目標実現のための手法 リスクの正しい理解オペレーティング
モデル

戦略策定
●ビジョン・ミッション  ●ターゲット市場
●ターゲット顧客  ●商品提供  ●成長率
および売上目標  ●販売および配布方法など

戦略導入
戦略の導入は、以下に示す、カルチャー
および態度、オペレーティングモデル、
リスク管理のアプローチを通じて行う

戦略（計画）モニタリング
●測定  ●評価  ●レビュー

カルチャービジョンと態度
●カルチャービジョン

●3ラインオブディフェンスとFO/MO/BOに
それぞれ望まれる態度

態度を強化する要因 
●リーダーシップとマネジメントの意識
および行動  ●説明責任  ●採用と選別 

●パフォーマンス管理と表彰

態度に関するMIと報告
●表明された態度のモニタリング

●態度を強化する要因のモニタリング

ガバナンスと組織
●取締役会による監視  ●会議体の構造  ●組織構造 

●役割と責任  ●方針および手続き

商品、市場および顧客
●商品デザイン  ●参入している市場  ●価格設定 

●ターゲット市場および顧客

テクノロジーとデータ
●システム  ●ツール 

●データ

人的資源
●キャパシティ  ●能力 

●説明責任

事業プロセス
●マーケティングおよび販売  ●トレーディングおよび決済プロセス 

●商品の配布

認識 
●全社レベルのリスクレジスター
●共通のタクソノミー
●トップリスク

コントロールと軽減  
●キーコントロール 

●コントロールテスティング 
●資本管理

モニタリングと報告   
●MIテンプレート、KRI
●リスク事象データ

評価と測定   
●RCSAプロセス　
●シナリオ分析

リスク
アペタイト
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　今後、Fintechの取り込みをはじめ従
来と異なるビジネスモデルの確立や外部
の関係者との協働が拡大する中で、過去
の経験や法令などの解釈が必ずしも明示
的に適用できない領域が広がっていくと
考えられる。

　このような状況の下ではステークホル
ダーの期待や「常識」の変化およびかい
離については社内の目で見るだけでは認

識できないことも多い。そのため社外の
視点を取り入れることが重要となる。社
外取締役や社外有識者（ステークホル
ダーの代表）6に見てもらい意見を求める
ことで社外の人の目にどのように映るのか
を理解することが可能となる。また、ディ
スクロージャーをはじめとした情報発信
によりステークホルダーとの相互理解を
深めることも重要である。

（5）コンダクトリスク管理を有効にするための社外の視点

6	� 金融業界、法律、会計に精通しているのみならず、他業態での経験やステークホルダーとしての感覚を持って
いることも重要である。

　先述のとおり、コンダクトリスク管理に
必要な体制や手法は既存の体制や手法
を再整理することで大部分は対応が可能
と考えられる。それらが有機的に結びつ
き、「結果」（Outcome）の観点でリスク
を捉えることができれば整備は一定程度
充足される。

　一方でコンダクトリスク管理を難しくし
ている原因は、ステークホルダーの期待
やステークホルダーが当然のことと捉え
ている「常識」が変化していくところに
ある。

　金融機関（組織および構成員）とステー
クホルダーの「常識」のかい離が一定程
度以上になった際に金融機関の行いが社
会的な批判を受けるケースが多く発生し
ている。金融機関における最大のコンダ
クトリスクは、法令は遵守しているものの
社会的に受容されない業界慣行として批
判を受けビジネス自体が成立しなくなるリ
スクや業界としての信頼を失うリスクであ
ると考えられる。

図表 7　社会と組織のギャップ

出典：PwCあらた有限責任監査法人作成
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総括

　本稿ではリスク管理の要諦であるリス
クガバナンスとリスクアペタイトフレーム
ワークの基盤となるリスクカルチャーにつ
いて議論を行った。リスクガバナンスが
組織の在り方や牽制の仕組みを整備する
ことによって外形的に組織の透明性や説
明責任を担保するのに対して、リスクカ
ルチャーは組織がステークホルダーの合
理的な期待に応えるために組織の構成員
が果たすべき役割を明確にする。

　経営陣が個別具体的な事項まで業務
執行部門に指示を行うことは現実的では
なく、効率的な組織運営のためには、経
営陣と役職員が基本的な理念・価値観を
共有する組織へと進化していくことが求

められている。具体的には現場に対して
細部に至るまでルールや規定を定めて、
それをモニタリングしていく「法令遵守
型」の組織から、基本的な価値観を共有
し、現場が自律的に行動する「価値共有
型」の組織へと転換していく必要がある。

　法律や規定ではっきりと白黒がつけら
れないグレーな領域での判断や意思決
定の誤りに起因することが多いコンダクト
リスクを軽減するためには、組織を取り
巻くさまざまなステークホルダーの期待
の変化や組織の「常識」とのかい離を把
握することを可能にする適切なリスクカル
チャーの醸成が期待される。
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